
【資料1-2】

基本目標１　健康に生活できるまちをつくる

目標１　市民が自ら健康づくりに取り組めるまち

施策（１）健康づくり意識の向上

最終

自分の健康状態を良いと感じる人の割合【継
続】

保健医療意識調査 77.8% 85％以上 80.7％
活動目標に掲げている健康づくりに関する普及啓発と
して、イベントの開催や情報誌の発行事業などを実施
したが、意識の向上は微増に留まった。

－ － B
目標には到達しなかったが、様々な媒体を
用いた普及啓発活動を実施したことで、初
期値よりも上昇したため。

幅広い世代の方が対象となるため、対象世
代・健診種別ごとに啓発勧奨の更なる工夫を
図る必要があります。

1年間1回以上健康診査を受けたことがある人の
割合【新規】

保健医療意識調査 78.1% 80％以上 78.1%

活動目標に掲げている個別の受診勧奨や健康づくりに
関するイベントの開催や情報誌の発行事業などを実施
し、普及啓発に努めたが、意識の向上にはつながらな
かった。

－ － C
初期値から数値が上がらず、目標に到達し
なかったため。

対象世代・健診種別ごとに啓発勧奨の更なる
工夫を図る必要があります。

最終

健康づくり推進員の自主活動参加者総数【継
続】

事業実績 8,828人 増やす 13,824人

2019年度までは、研修会の実施や地域ごとの会議へ
の職員参加により、健康づくり推進員活動の支援を
行った。2020年度以降、新型コロナウイルス感染症
の影響を踏まえ、感染拡大防止と保健所業務の体制整
備のため、やむなく積極的な活動を中止した。

感染拡大防止のため、コロナ禍前
に実施していた研修会や地域ごと
の会議の実施を中止した。また、
同様の理由等により、健康づくり
推進員による自主活動の中止事例
が多く見られた。

みんなの健康だよりにウィズコロナにおける
健康づくり（身体活動・運動、食生活・睡眠
休息など）に関する情報を掲載した。また、
2022年度末に、各健康づくり推進員に対
し、睡眠休息に関する情報提供を行った。

A
評価指標に対して、新型コロナウイルス感
染症により活動が中断した時期があるが、
目標は達成した。

ウィズコロナにおいての健康づくりと感染防
止対策を踏まえた対応の両立への検討が必要
である。

介護予防事業を実践する自主グループ数【新
規】

自主グループ管理表（高齢者
支援センター提出書類）

241団体 拡充 363団体 2022年度末までに初期値から122団体立ち上げた。

2020年以降、新型コロナウイル
ス感染症の影響で、自主グループ
の新規立ち上げ数が伸び悩み、既
存の自主グループも活動休止や解
散するものが増えた。

オンラインツールの活用を促進するなど、新
型コロナウイルス感染拡大の影響で滞ってい
た自主グループの立ち上げや活動継続支援を
行った。

A 目標を達成したため。

今後も引き続き、オンラインツールの活用を
促進するなど、新型コロナウイルス感染拡大
の影響で滞っていた、自主グループの立ち上
げや活動継続を支援していく必要がありま
す。

保健衛生に関する情報発信【継続】 事業実績
発信回数
年３回

発信回数
年３回

発信回数
年3回

みんなの健康だよりを年3回発行することができた。 － － A 目標を達成したため。
情報発信ツールが多様化している中で、効果
的・効率的な情報発信をしていく必要があり
ます。

健康づくり推進に関する普及啓発【継続】 事業実績
実施回数
年１回

実施回数
年１回

実施回数
年1回

2019年度までは総合健康づくりフェアを実施した。
２０２０年度からは新型コロナウイルス感染症拡大防
止の観点から総合健康づくり月間として、11月の1か
月間にわたって様々な健康づくりに関わるイベントを
紹介することができた。

人の密集を避けるため、現地開催
が難しくなった。

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、
202０年度からは総合健康づくりフェアを総
合健康づくり月間に変更して実施した。

A 目標を達成したため。
より多くの方に総合健康づくり月間を知って
もらい参加してもらうため、効果的な周知を
していく必要があります。

産業保健と連携した事業（働き盛りを対象とし
た事業）【新規】

事業実績 未実施
事業回数
年２回

実施回数
年2回

2018年度から働く世代向けのがん検診勧奨チラシを
作成。
①包括的連携協定締結企業ががんチラシ配布（201８
～2020年度3企業、2021年度7企業、2022年度8
企業）
②2019年度から町田市介護人材開発センターを通じ
市内介護施設へがん検診啓発メール配信
③商工会議所ニュースへがんチラシの同封（2017～
2019年度）

－ － A 目標を達成したため。
協定企業が増加し、チラシの配布先は増加し
ていますが、より効果的に啓発する方法につ
いて検討していく必要があります。

◆現行計画の最終評価について（個別）

この資料は、「まちだ健康づくり推進プラン」の基本目標の各目標、それぞれに設定した施策の「成果目標（アウトカム）」、活動目標
（アウトプット）」の現行計画の評価（202２年度末における結果を用いる）について一覧表にまとめたものです。
成果目標（アウトカム）、活動目標（アウトプット）の初期値は、プラン策定時点（20１７年3月、20１６年度末時点）の値です。

課題

影響に対して行った対応 課題評価

評価

評価理由

評価理由

2022年度末
実績

総括
（2018年度～2022年度末）

新型コロナウイルス感染症により
生じた影響

2022年度末
実績

総括
（2018年度～2022年度末）

新型コロナウイルス感染症により
生じた影響

影響に対して行った対応活動目標（アウトプット） 評価用データ把握方法 初期値
目標値

成果目標（アウトカム） 評価用データ把握方法 初期値
目標値
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施策（２）孤立を防ぐ（自殺予防、ひきこもり支援）

最終

自殺死亡率の減少【継続】
厚生労働省人口動態(警察庁
統計）

18.3
（2013年度
～2015年
度・人口

10万人当た
りの自殺者数
の平均値）

14.7以下
（2020年度～
2022年度・人

口
10万人当たり
の自殺者数の平

均値）

15.3
（2020年～
2022年・人
口10万人当た
りの自殺者数
の平均値）

活動目標に掲げている自殺予防事業(総合相談会の実施)
や、ゲートキーパー養成講座、啓発標語等事業、自殺
防止普及啓発キャンペーン、SNS自殺防止相談事業な
どを実施したことで、2021年には14.0まで下がった
が、2022年は全国的に自殺死亡率が上がり、町田市
においても17.2となった。

ゲートキーパー養成講座につい
て、人の密集を避けるため、現地
開催が難しくなった。

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、
ゲートキーパー養成講座の開催方法を現地開
催からオンライン開催に変更して実施した。
また、町田市のホームページ上にゲートキー
パー養成講座の動画を掲載することで、時間
や場所の制限なく受講できる環境を整えまし
た。

B

取組の結果、２０２０年は14.7、202１
年が14.0と目標を下回ることができた。
２０２２年は17.2に上がったが、全国にお
いても17.３に上がっており、全国的な社
会全体の影響と考えられる。

新型コロナウイルス感染症の流行が長期化し
た影響などにより、自殺リスクの高まりがし
ばらく続くことが懸念されるため、生きるこ
との促進要因を増やし、生きることの阻害要
因を減らしていく必要があります。

ひきこもりに関する相談案内を認知している人
の割合【継続】

保健医療意識調査

14.3％
（市や保健所
と回答した

人）

17％以上 18.8%
ひきこもりを相談窓口を周知するため、リーフレット
等を毎年約３０００部配付した。またタクシー会社と
連携しデジタル広告を掲載した。

リーフレット等の配付については
影響はなかった。

普及啓発を継続的に行った。 A
ひきこもり相談窓口として市や保健所に相
談すると回答した割合が増加し、目標値を
達成できた。

ひきこもり当事者や家族が、適切な相談機関
に繋がるよう、引き続き周知啓発する必要が
ある。

身近な相談者がいる人の割合【継続】 保健医療意識調査 68.3% 80％以上 71.1%

①ゲートキーパー養成講座を5年間で33回実施した。
②自殺対策強化キャンペーンを年２回実施し、ポス
ターの掲示とクリアファイルの配布を行った。ゲート
キーパー手帳・「悩み」の相談先一覧を配布した。
③ゲートキーパー普及啓発ステッカーを作成し、協定
締結企業や市内のコンビニエンスストアなど181か所
に配布した。
④2020年度からメールによるゲートキーパー相談事
業を9月と3月に開始し、2022年度からはSNS自殺防
止相談事業として年間を通じて実施した。

新型コロナウイルス感染症拡大の
影響により、自殺リスクの高まり
が懸念された。

自殺リスクの高まりを考慮して、2020年度
から2022年度まで、開始時期を１か月早
め、8月から9月と2月から3月にかけて、2か
月間ずつ実施した。

B

目標値には到達しなかったが、ゲートキー
パー養成講座の実施や自殺対策強化キャン
ペーンなどの普及啓発活動を行い、身近な
相談者がいる割合が初期値より2.8ポイン
ト上がったため。

新型コロナウイルス感染症の流行が長期化し
た影響などにより、自殺リスクの高まりがし
ばらく続くことが懸念されるため、より多く
の人にゲートキーパーを知り、理解してもら
う必要があります。

こころの相談をする時の相談先を知っている人
の割合【新規】

保健医療意識調査

17.3％
（保健所と回

答
した人）

22％以上 23.3% こころの相談窓口としてホームページに掲載した。
こころの相談の中には新型コロナ
ウイルス感染症に伴う不安などを
口にされる方もいた。

感染症の影響も踏まえ相談内容に応じて対応
した。

A
こころの相談先として保健所を認知してい
る人の割合が増加し、目標を達成できた。

こころの相談窓口として、引き続き周知啓発
する必要がある。

上手にストレスを解消している人の割合【新
規】

保健医療意識調査 40.5% 45％以上 41.2% 健康だよりに、健康に関する情報を掲載した。

新型コロナウイルス感染症の流行
により日常生活が大きく変化した
め、ストレスの解消については何
らか影響はあったものと推測す
る。

普及啓発を継続的に行った。 B
初期値よりも0.7ポイント増加したが、目
標達成には至らなかった。

上手にストレスを解消できるよう引き続き情
報発信していく必要がある。

最終

自殺予防事業の実施【新規】 事業実績
実施回数
年2回

実施回数
年2回

年2回

2020年3月は新型コロナウイルス感染症拡大の影響で
中止となったが、それ以外の年は、総合相談会を9月
と3月に実施し、求職・労働・こころ・法律・女性・
生活困窮・高齢者の相談員が相談対応を行った。

2020年3月は中止とした。
パーテーションの設置や来場時の検温、消毒
液の設置など、感染症対策を行うことで、２
０２０年9月からは実施することができた。

A
2020年3月は新型コロナウイルス感染症
拡大の影響で中止となったが、それ以外の
年は年2回ずつ実施できたため。

多様な相談に応じるため、関係機関との連携
を強化していく必要があります。

ひきこもりに関する相談件数
（関係機関延べ数）【継続】

事業実績
279件
（延）

320件
（延）

611件
ひきこもり相談の中から、その状況に応じて必要時関
係機関との連携を図った。

新型コロナウイルス感染症の影響
により、外出や人との接触を避け
る状況であったため、相談を延期
したり躊躇したりする傾向がみら
れた。

流行時期をさけて相談を行ったり、感染予防
対策の徹底を図った。

A
新型コロナウイルス感染症の流行により、
外出意欲の低下や対面相談の減少などがみ
られ、関係機関との相談件数も減少した。

ひきこもりの当事者や家族が、適切なタイミ
ングで相談ができ、必要に応じて相談機関に
繋がるよう支援していく必要がある。

施策（３）感染症予防

最終

予防接種率の向上（MR1期）【継続】 事業実績
接種率
97.7％

MR１期の接
種率

95％以上
※

99.1%
個別勧奨通知の送付により、全対象者に接種を促し
た。また、予防接種スケジュール管理サービス（わく
わくワクチン）とホームページにより情報提供した。

医療機関の予約が取りにくい、感
染を懸念した接種控え、コロナ罹
患や濃厚接触により接種のタイミ
ングを逃した、等の影響が生じた
と想定される。

個別勧奨通知の送付、予防接種スケジュール
管理サービス（わくわくワクチン）とホーム
ページによる情報提供を継続した。

A
継続した接種勧奨により各年度とも目標値
を達成した。

入国制限の緩和により、今後海外からの麻し
ん風しんのウイルスの持ち込みリスクが上昇
することが懸念される。引き続き接種率95％
以上の維持が必要である。

人口１０万対結核罹患率【新規】 事業実績 13.8 10以下
罹患率5.5
（2022年）

新型コロナウイルス感染症の感染拡大以降は、主に新
型コロナウイルス感染症に関する予防や情報発信を
ホームページなどを活用して行った。コホート検討会
については、感染対策などに考慮しながら対面で再開
（2022年度）した。

結核患者については、受診の控え
の懸念と入院調整の困難があっ
た。普及啓発については、結核に
特化せず新型コロナウイルス感染
症を含む感染症全般について随時
実施した。

入院調整は広域で調整した。結核患者の療養
支援を確実に実施できるよう、係内の役割分
担による体制確保のもとで対応した。コホー
ト検討会は、新型コロナウイルス感染症の発
生状況により開催方法を工夫しながら開催を
継続した。

A

2022年は結核罹患率が減少し目標値は達
成した。しかし新型コロナウイルス感染症
の影響による受診の控えなどが潜在化して
いる可能性がある。今後の発生動向を注視
し、評価することが必要と考える。

新型コロナウイルス感染症の影響が顕在化し
てくる可能性があるため、今後の動向を注視
する必要がある。結核の普及啓発について
は、町田市の特徴を踏まえて、検討及び実施
していく。

最終

市民及び関係機関（保育園等）への感染症普及
啓発（健康教育）【新規】

事業実績 ４回
開催回数
年10回

１回

各種広報紙（広報まちだ、みんなの健康だより）及び
市ホームページでの感染症予防に関する情報発信を実
施した。2022年度においては、性感染症の増加や
HPVワクチンの積極的勧奨の再開を踏まえ、若年世代
と接点のある養護教諭を対象として健康教育を実施し
た。

新型コロナウイルスの感染拡大に
より、保健所業務量の急激な増加
を踏まえ、発生時対応を優先し
た。

対人的な方法を控える一方、タイムリーな情
報発信のため、広報紙や市ホームページを活
用した。

ー
新型コロナウイルス感染症の影響により、
対面的な方法での実施が困難であったた
め。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に
配慮し継続的に実施できる方法を検討するこ
とが必要。

健康づくり推進員を通じた感染症予防に関する
市民への普及啓発の実施【新規】

事業実績
普及啓発回数

年３回
普及啓発
年12回

0回

普及啓発に資する資料等を送付した。2021年度以
降、新型コロナウイルス感染症の影響により、保健所
業務を継続していくため、やむなく健康づくり推進員
事業を実施中止とした。

保健所業務を継続していくため、
やむなく健康づくり推進員事業を
実施中止とした。

対人的な方法を控える一方、広報紙や市ホー
ムページを活用し、情報提供を行った。

ー
新型コロナウイルス感染症の影響により、
健康づくり推進員活動を通じた普及啓発が
困難であったため。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に
配慮し継続的に実施できる方法を検討するこ
とが必要。

2022年度末
実績

総括
（2018年度～2022年度末）

新型コロナウイルス感染症により
生じた影響

影響に対して行った対応 課題活動目標（アウトプット） 評価用データ把握方法 初期値

目標値

評価 評価理由

2022年度末
実績

総括
（2018年度～2022年度末）

新型コロナウイルス感染症により
生じた影響

影響に対して行った対応 課題成果目標（アウトカム） 評価用データ把握方法 初期値

目標値

評価 評価理由

影響に対して行った対応 課題活動目標（アウトプット） 評価用データ把握方法 初期値

目標値

評価 評価理由

成果目標（アウトカム） 評価用データ把握方法 初期値

目標値

2022年度末
実績

総括
（2018年度～2022年度末）

新型コロナウイルス感染症により
生じた影響

2022年度末
実績

総括
（2018年度～2022年度末）

新型コロナウイルス感染症により
生じた影響

影響に対して行った対応 課題評価 評価理由
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施策（４）女性特有の健康課題

最終

健康状態が良いと思う女性の割合【新規】 保健医療意識調査 82% 88％以上 82.1％
乳がん予防月間・女性の健康週間における普及啓発を
継続して実施した。また、健康に関する情報発信とと
もに、がん検診の受診勧奨を行った。

－ － B

目標には到達しなかったが、紙面の案内の
みではなく、デジタルサイネージや女性の
健康週間をイベントスタジオで啓発する機
会を増やしたことで、初期値よりも上昇し
たため。

幅広い対象の方に情報を得ていただけるよ
う、情報発信の方法について検討し、自分の
こととして受け止めてもらう必要がありま
す。

乳がん検診受診率【継続】 保健医療意識調査 46.6% 50％以上 34.6%
個別受診勧奨・再勧奨はがきの送付を行い、受診率の
向上に努めた。

2020年度のみ、新型コロナウイ
ルス感染症による影響もあり、個
別受診再勧奨の実施を見送った。

個別勧奨はがきの対象者の拡大やデジタルサ
イネージを活用した受診勧奨を実施した。

D 目標に到達しなかったため。

町田市のがん検診受診率は2021年度は上昇し
ているが、職域も含めた目標値であり、職域
での検診実施状況に結果が左右されるため、
働き盛り世代のがん検診受診率向上を課題と
して取り組む必要があります。

子宮頸がん検診受診率【継続】 保健医療意識調査 37.2% 50％以上 28.9%
個別受診勧奨・再勧奨はがきの送付を行い、受診率の
向上に努めた。

2020年度のみ、新型コロナウイ
ルス感染症による影響もあり、個
別受診再勧奨の実施を見送った。

個別勧奨はがきの対象者の拡大やデジタルサ
イネージを活用した受診勧奨を実施した。

D 目標に到達しなかったため。

町田市のがん検診受診率は2021年度は上昇し
ているが、職域も含めた目標値であり、職域
での検診実施状況に結果が左右されるため、
働き盛り世代のがん検診受診率向上を課題と
して取り組む必要があります。

目標２　生活習慣の改善を支えるまち

施策（１）身体活動量・運動量の向
上

最終

運動習慣者の割合【新規】 保健医療意識調査 47.2% 55％以上 49％
成人健康診査受診者へ医療機関で配付している「お役
立ちガイド」に掲載。

－ － B
目標には到達しなかったが、初期値よりも
上昇したため。

運動習慣を持つことが気軽に始められるよ
う、情報発信の継続と、知識の普及啓発をす
る必要があります。

ロコモティブシンドロームの認知度【新規】 保健医療意識調査 32.6% 80％以上 －
①成人健康診査受診者へ医療機関で配布している「お
役立ちガイド」に掲載
②みんなの健康だより3月号に掲載

－ － －

2019年10月策定の「高齢者の特性を踏ま
えた保健事業ガイドライン」の内容からロ
コモティブシンドロームの認知度の代替と
して、フレイルの認知度を2022年度保健
医療市民意識調査で行った。(認知度
33.9%)

身体的フレイルの原因の一つがロコモティブ
シンドロームであるため、フレイルの周知を
継続し、効果的に情報発信する必要がありま
す。

最終

町田を元気にするトレーニング（通称：町ト
レ）を行う活動団体数【新規】

自主グループ管理表（高齢者
支援センター提出書類）

７団体 拡充 193団体
2020年以降はコロナ禍の厳しい状況にありながら
も、毎年10団体以上の新規立ち上げに繋がった。

2020年以降コロナ禍により、や
や停滞していたが、2022年頃か
ら徐々に回復の兆しが見受けられ
た。

室内で実施する事が難しい環境であったり、
不安であった場合に、屋外で実施できる屋外
町トレ(外トレ)の作成の検討を行った。

A 目標に達成したため。
屋外で実施できる屋外町トレ（外トレ）の具
体的な活用方法を検討し、周知していく必要
があります。

施策（２）栄養・食生活、食育の実
践

最終

１日の野菜の摂取量の増加【継続】 保健医療意識調査 246g
野菜摂取量の
平均値
350g以上

233g

イベントの中止や縮小の中で、市民が普段利用する商
品を扱う企業やスーパーなどと協力して取り組んだ。
野菜摂取量が減少した中で、朝食に野菜を食べる人の
増加が課題ということが分かった。

生活習慣の変化や、物価の高騰に
より、2016年度調査と比べ、朝
食に野菜を食べない割合は、
29.1％から35.3％に増加してい
る。（朝食欠食率はほぼ横ばい）

第5次計画時から取り組んでいた野菜レシピ集
配布に加え、企業およびスーパーと協力して
作成した野菜レシピをスーパーの野菜コー
ナーで配布した。また、SNSにおいて野菜摂
取の必要性を情報発信をしている。

D 2016年度の初期値より減少したため。 朝食に野菜を食べる人の増加が課題である。

ふだんの食事で主食・主菜・副菜を３つそろえ
て食べる人の増加【新規】

保健医療意識調査 46.1% 70％以上 47.5%

イベントの中止や縮小の中で、公共施設の食堂と協力
して取り組んだ。主食・主菜・副菜を揃えて食べる割
合はほぼ横ばいで、目標には達していないため、市民
のもとに届く情報発信を行うことが課題と分かった。

主食・主菜・副菜を揃えて食べる
割合はほぼ横ばいのため、影響は
見られないと予想される。

主食・主菜・副菜が揃っていることが分かる
「トレイマット」を作成し、総合体育館や市
庁舎の食堂のトレイに使用して普及した。

B
2016年度の初期値より増加したが、目標
は達成できなかった。

健康に関する意識が増えていることを踏ま
え、市民のもとに届く情報発信を行う必要が
ある。

最終

食塩摂取量減少の普及啓発【新規】 事業実績
特定給食施設
巡回指導
年49回

特定給食施設
巡回指導
年60回

特定給食施
設巡回指導
年８回

2018年度は47回、2019年度は50回と、目標値に
近づいていた。しかし、新型コロナウイルス感染症の
影響により、2020年は中止し、代替として電話指導
を実施した。2021年度から電話指導に加え、施設数
を絞り実施した。

給食施設として届出のある施設
は、病院や高齢者施設、保育所と
いった感染症への配慮が必要な施
設が多く、巡回指導が難しい状況
であった。

巡回指導の代替として、電話指導を行った。 －
コロナの影響を受け、巡回指導が難しい状
況にあったため。

新型コロナウイルス感染症が5類に移行された
後も、病院や高齢者施設等の施設への巡回は
難しいことが予想される。施設側の意向を考
慮し、巡回指導を行う必要がある。

2022年度末
実績

総括
（2018年度～2022年度末）

新型コロナウイルス感染症により
生じた影響

影響に対して行った対応 課題評価活動目標（アウトプット） 評価用データ把握方法 初期値

目標値

評価理由

2022年度末
実績

総括
（2018年度～2022年度末）

新型コロナウイルス感染症により
生じた影響

影響に対して行った対応 課題評価成果目標（アウトカム） 評価用データ把握方法 初期値

目標値

評価理由

2022年度末
実績

総括
（2018年度～2022年度末）

新型コロナウイルス感染症により
生じた影響

影響に対して行った対応 課題評価活動目標（アウトプット） 評価用データ把握方法 初期値

目標値

評価理由

2022年度末
実績

総括
（2018年度～2022年度末）

新型コロナウイルス感染症により
生じた影響

影響に対して行った対応 課題評価成果目標（アウトカム） 評価用データ把握方法 初期値

目標値

評価理由

2022年度末
実績

総括
（2018年度～2022年度末）

新型コロナウイルス感染症により
生じた影響

影響に対して行った対応 課題成果目標（アウトカム） 評価用データ把握方法 初期値

目標値

評価 評価理由
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施策（３）休養・睡眠の改善

最終

睡眠による休養が十分に取れていない人の減少
【新規】

保健医療意識調査 4.1% 3％以下 4.1%
成人健康診査受診者へ医療機関で配付している「お役
立ちガイド」に掲載

－ － C
目標には到達しなかったが、計画をきっか
けに継続して睡眠・休養についての普及啓
発を実施したため。

調査した時期や体調による影響も受けると考
えられるため、目標設定を整理する必要があ
ります。

最終

休養睡眠に関する普及啓発【新規】 事業実績
普及啓発回数

年１回
普及啓発回数

年１回
年1回

成人健康診査受診者へ医療機関で配付している「お役
立ちガイド」に掲載

－ － A 目標を達成したため。
休養・睡眠に関する情報提供を継続し、方法
についても検討する必要があります。

最終

子供のいる場所でたばこを吸わないようにして
いる人の割合【新規】

保健医療意識調査 87.6% 90％以上 98.1%

目標値設定時と比較して、子供のいる場所でたばこを
吸わないようにしている人の割合が、98％以上となっ
ており、大幅に増加しています。そのことから、子供
の受動喫煙に対する意識の向上がわかります。

数値からは特に影響はなかったと
考えられます。

影響にかかわらず、健診時に喫煙されている
方には、子供に対する影響について、受動喫
煙についての啓発を行いました。

A 目標値90％以上に達しているため。
子供への受動喫煙については引き続き、啓発
していく必要があります。

未就学児を持つ母親が、妊娠中に喫煙していた
割合【継続】

保健医療意識調査 1.3% 1％以下 2.0%
2022年度は妊娠中に喫煙していた人が2021年度と
比較して約２倍になりました。

妊娠中の喫煙が胎児へどのように
影響するかを知る機会が減ってし
まったことが想像されます。

影響にかかわらず、妊婦面接時に妊娠中に喫
煙されている人がいることを把握した場合
は、胎児への影響について啓発を行いまし
た。

D 目標を達成できていないため。
妊娠中の喫煙が胎児にどのような影響がある
か、各母子保健事業を通じて啓発していく必
要があります。

未就学児を持つ母親が、妊娠中に飲酒していた
割合【継続】

保健医療意識調査 5% 5％以下 0.8%
妊娠中の飲酒の影響について、理解が浸透しているこ
とがわかります。

数値からは特に影響はなかったと
考えられます。

影響にかかわらず、妊婦面接時に妊娠中に飲
酒されている人がいることを把握した場合
は、胎児への影響について啓発を行いまし
た。

A 2016年度の初期値より減少したため。
妊娠中の飲酒が胎児にどのような影響がある
か、引き続き、啓発していく必要がありま
す。

町田市民の喫煙率【新規】 保健医療意識調査 15.6% 9.4％以下 13.8%

活動目標に掲げているたばこ対策普及啓発や禁煙外来
の周知、教育機関との未成年への喫煙防止対策連携事
業などを実施したことにより、町田市民の喫煙率は
13.8パーセントに下がった。

－ － B

目標値は達成できなかったが、たばこ対策
普及啓発や禁煙外来の周知、教育機関との
未成年への喫煙防止対策連携事業などを実
施したことにより、町田市民の喫煙率は
15.6％から13.8％下がっているため。

引き続き、たばこ対策普及啓発や禁煙外来の
周知、教育機関との未成年への喫煙防止対策
連携事業などを実施し、町田市民の喫煙率を
下げていく必要があります。

最終

たばこ対策普及啓発（飲食店に対する禁煙・分
煙ステッカーの配布）【継続】

事業実績 ８０枚
配布枚数

２００枚/年
配布枚数
54枚/年

2020年の健康増進法及び東京都受動喫煙防止条例が
全面施行に伴い、その2018年度末から2019年度に
かけて、飲食店に対し、掲示が義務化されている禁
煙・分煙ステッカーを4755枚配布した。2020年度
以降は、新規やステッカー未掲示のお店を中心に配布
を行った。

－ － －
2022年度単年度の実績としては達成して
いないが、計画期間を通じて累計4994枚
配布し、目標を大幅に上回っているため。

禁煙・分煙ステッカーを掲示していない飲食
店に対して啓発していく必要があります。

禁煙外来の周知【新規】
（禁煙外来チラシ配布医療機関を増やす）

事業実績 ― １００施設
256
施設/年

禁煙外来実施医療機関一覧を歯科医師会、薬剤師会を
通じて配布した。

－ － A 目標を大幅に上回っているため。

引き続き、喫煙をやめたい、減らしたいと
思っている人に対して、禁煙外来を実施して
いる市内の医療機関を周知していく必要があ
ります。

教育機関との未成年の喫煙防止対策連携事業
【新規】

事業実績 ３回
事業実施回数

年３回
動画の公開

民間企業と連携し、たばこの煙による健康被害につい
ての講座を行っていた。コロナ後は町田市のホーム
ページに小中学生を対象とした動画を公開した。ま
た、小中学生向けの防煙教育動画の案内を掲載したチ
ラシを作成し、小学６年生と中学２年生に配布した。
その他に、高校生向けの防煙教育動画の案内を掲載し
たチラシも作成し、高校や大学等に配布した。

対面での講座開催の中止

町田市のホームページに小中学生を対象とし
た動画を公開した。また、小中学生向けの防
煙教育動画の案内を掲載したチラシを作成
し、小学６年生と中学２年生に配布した。そ
の他に、高校生向けの防煙教育動画の案内を
掲載したチラシも作成し、高校や大学等に配
布した。

－
対面での講座は開催できなかったが、町田
市のホームページに動画を公開すること
で、年間を通じて啓発活動ができたため。

啓発活動にあたっては、教育機関と連携して
進めていく必要があります。

アルコールに関する普及啓発【新規】 事業実績 ―
普及啓発回数

年１回
年1回

成人健康診査受診者へ医療機関で配付している「お役
立ちガイド」に掲載した。

－ － A 目標を達成したため。
アルコールの適正量及び、健康への影響に関
して継続して情報を発信する必要がありま
す。

青少年を対象とした薬物乱用防止教室の開催
【新規】

事業実績 ３４回
開催回数

年３０回以上
52回

小学校・中学校・高校・その他関係団体で薬物乱用防
止教室を開催した。

対面での講座開催の中止、減少
各学校において会場の変更、参加対象者の見
直しを行った。

A 目標を大幅に上回っているため。
継続して薬物乱用防止教室を開催し、周知を
行っていく必要があります。

影響に対して行った対応 課題評価活動目標（アウトプット） 評価用データ把握方法 初期値
目標値

2022年度末
実績

総括
（2018年度～2022年度末）

新型コロナウイルス感染症により
生じた影響

2022年度末
実績

総括
（2018年度～2022年度末）

新型コロナウイルス感染症により
生じた影響

影響に対して行った対応 課題評価

施策（４）たばこ、アルコール、薬物による健康被害防止意識の向上

成果目標（アウトカム） 評価用データ把握方法 初期値

目標値

2022年度末
実績

総括
（2018年度～2022年度末）

新型コロナウイルス感染症により
生じた影響

影響に対して行った対応 課題評価活動目標（アウトプット） 評価用データ把握方法 初期値

目標値

評価理由

2022年度末
実績

総括
（2018年度～2022年度末）

新型コロナウイルス感染症により
生じた影響

影響に対して行った対応 課題評価成果目標（アウトカム） 評価用データ把握方法 初期値

目標値

評価理由

評価理由

評価理由
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最終

大腸がん検診受診率【継続】 保健医療意識調査 27.9% 40％以上 16.6%
受診率向上のために個別受診勧奨・再勧奨はがきの送
付を行った。

2020年度のみ、新型コロナウイ
ルス感染症による影響もあり、個
別受診再勧奨の実施を見送った。

個別勧奨はがきの対象者の拡大やデジタルサ
イネージを活用した受診勧奨を実施した。

D 目標に到達しなかったため。

町田市のがん検診受診率は2021年度は上昇し
ているが、職域も含めた目標値であり、職域
での検診実施状況に結果が左右されるため、
働き盛り世代のがん検診受診率向上を課題と
して取り組む必要があります。

COPD（慢性閉塞性肺疾患）＊２の認知度【新
規】

保健医療意識調査 38.5% 80％以上 41.7%
活動目標に掲げているCOPDに関する健康教育を実施
したことにより、COPDの認知度が41.7％に上がっ
た。

－ － B

目標値は達成できなかったが、COPDの認
知度が上がっており、その内、内容まで
知っている人の割合は7ポイント増加して
いるため。

引き続き、より多くの人にCOPDを知っても
らえるように周知していく必要があります。

最終

医師会、歯科医師会、薬剤師会との連携した講
演会の実施（メタボ・糖尿病・循環器等）【新
規）

事業実績
開催回数
年１回

開催回数
年１回

開催せず
医療者向けの2019年度3月に実施予定だったが、中止
となりその後再開できていない。

会場型の講演会はコロナ終息後に
延期

－ － 実施できていないため
町田部会への確認と、今後の方向性について
再検討する必要があります。

生活習慣病対策普及啓発の実施（メタボ・糖尿
病・循環器等）【新規】

事業実績
普及啓発回数

年３回
普及啓発回数

年３回
年3回

①成人健康診査受診者へ医療機関で配付している「お
役立ちガイド」に掲載
②中央図書館で特設コーナーの設置
③世界糖尿病デーに合わせて市庁舎のライトアップ

対面の講演会を中止し、動画配信
となった

町田市のホームページ上で、動画を配信
（2020，2021年度）

A 目標を達成したため。
生活習慣病予防について、普及啓発方法を検
討し、継続してわかりやすく周知する必要が
あります。

COPD（慢性閉塞性肺疾患）に関する健康教育
実施【新規】

事業実績 ―
開催回数
年１回

動画の公開

民間企業と連携し防煙教育講座開催時に実施していた
が、新型コロナウイルス感染症の影響により実施が難
しくなったため、2020年度からは町田市のホーム
ページ上で公開している禁煙啓発動画の中にCOPDの
関連情報を取り入れた。また、成人健康診査受診者へ
医療機関で配付している「お役立ちガイド」に掲載し
た。
そのほかにも、2017年1月から、町田市のホームペー
ジ上でCOPD（慢性閉塞性肺疾患）に関する情報提供
サイトを案内している。

対面での講座開催の中止
町田市のホームページ上で公開している禁煙
啓発動画の中にCOPDの関連情報を取り入れ
た。

－

対面での講座は開催できなかったが、町田
市のホームページ上での動画の公開や、情
報提供サイトの案内、お役立ちガイドでの
周知など、年間を通じて啓発活動ができた
ため。

引き続き、COPDを多くの人に知ってもらう
ため、啓発発動を行っていく必要がありま
す。

がんに関する普及啓発活動【新規】 事業実績
普及啓発回数

年３回
普及啓発回数

年４回
年4回

①10月乳がん予防月間
②みんなの健康だより（7月号各種がん検診、肝炎ウ
イルス検診、3月号乳・子宮頸がん検診）掲載
③中央図書館特集コーナー「女性の健康週間」開設
④タクシー車内広告掲載

－ － A 目標を達成したため。
効果的・効率的により多くの人に関心を持っ
ていただける内容、周知方法の検討が必要で
す。

最終

８０２０運動の認知度（成人期）【継続】 歯科口腔健康診査問診票 50.3% 60％以上 70.2%
8020運動の認知度は年々増加し、目標値を上回り達
成することができた。

― ― Ａ
問診票に回答した1538人中「8020運動
を知っている」と答えた者：1080人
目標を上回り達成できたため。

「8020運動」の認知度をさらに高めるため
に、引き続き普及啓発を行う必要がありま
す。

ゆっくりよく噛んで食べる３歳児の割合【継
続】

３歳児健康診査問診票 53.7% 60％以上 74.1%
ゆっくり噛んで食べる者の割合は年々増加し、目標値
を上回り達成することができた。

― ― Ａ
問診票に回答した2670人中「ゆっくりよ
く噛んで食べる」と答えた者：1978人
目標を上回り達成できたため。

ゆっくよく噛んで食べることの大切さについ
て、引き続き周知が必要です。

週１回以上子どもの口と歯を観察している保護
者の割合（未就学児）【継続】

３歳児健康診査問診票 77.6% 90％以上 82.4%
子どもの口腔内を観察している保護者の割合は増加傾
向ではあるが、目標値には到達しなかった。

― ― B

問診票に回答した2680人中「週１回以上
子どもの口と歯を観察している」と答え保
護者：2209人
目標は達成できなかったが改善したため。

子どもの口腔内を定期的に観察する習慣づけ
ができるよう、さらなる周知が必要です。

う蝕のない３歳児の割合【継続】 ３歳児健康診査問診票 87.2% 増加※ 93.8%
う蝕のない者の割合は87.2％から93.8%に増加し、
目標を達成することができた。

― ― A
3歳児健診受診者2682人中、う蝕のない
者：2519人
目標を達成したため。

う蝕のない者の割合をさらに増やすため、引
き続き普及啓発を行う必要があります。

歯肉に炎症所見のある１２歳児の割合【新規】 学校歯科健診 19.2% 減少 11.7%
歯肉に炎症所見のある者の割合は19.2％から11.7%
に減少し、目標を達成することができた。

― ― A
健診受診者3267人中、歯肉に炎症所見が
ある者383人。
目標を達成したため。

歯肉に炎症所見がある者の割合をさらに減少
するため、引き続き普及啓発を行う必要があ
ります。

口腔ケアが誤嚥性肺炎を予防することを知って
いる人の増加（成人期）【継続】

保健医療意識調査 37.6% 50％以上 51.8%
口腔ケアと誤嚥性肺炎予防の関係について知っている
者の割合は、37.6％から51.8％に増加し、目標を達
成することができた。

― ― A
保健医療調査回答者1344人中、「知って
いる」と答えた者696人。
目標を達成したため。

口腔ケアと誤嚥性肺炎予防の関係について、
引き続き普及啓発を行う必要があります。

口腔と全身疾患の関係を知る人の増加【新規】
高齢者歯科口腔機能健診問診
票

74.4% 増加 75.7%
口腔の健康と全身の関係について知る人は、初期値と
比較しわずかながら増加し、最終目標を達成すること
ができた。

― ― A

問診票に回答した473人中「口腔と全身疾
患の関係を知っている」と答えた者：358
人
目標を達成したため。

口腔と全身疾患の関係についてさらに啓発す
るために、引き続き周知を行う必要がありま
す。

進行した歯周病にかかっている人の割合（CPI
コード３以上の４０歳）【継続】

歯科口腔健康診査問診票 55.3% 30％以下 34.6%
進行した歯周病にかかっている人の割合は初期値と比
較し減少しているが、2019年度以降は微増傾向にあ
り、目標を達成することができなかった。

― ― B
40～49歳の受診者130人中、ＣＰＩコー
ドが3以上の者：45人
目標は達成できなかったが改善したため。

歯周疾患の割合を減らすために、さらなる普
及啓発と、引き続き早期に歯周病を把握でき
る機会の提供が必要です。

高齢者歯科口腔機能健診を受け、口腔機能の維
持を心がける人の増加【新規】

高齢者歯科口腔機能健診問診
票

2017年度
新規事業

71歳以上の高
齢者
500人

532人
2020年度は受診者数が大幅に減少したが、2021年
度、2022年度は新型コロナウイルス感染症感染拡大
前の受診者数に近づいた。

2020年度の受診者数減少は、新
型コロナウイルス感染症拡大によ
る歯科医療機関への受診控えが考
えられる。

歯科医院におけるクラスターの数が少なかっ
たこともあり、広報やイベントスタジオ等
で、コロナ禍も定期的な歯科受診を勧奨し
た。

A
2022年度の受診者数：532人
目標を達成したため。

オーラルフレイルの普及啓発と当該健診の周
知が必要です。

高齢者歯科口腔機能健診を受診後、嚥下及び咀
嚼機能低下リスクが軽減するための指導や治療
を受ける人の増加【新規】

高齢者歯科口腔機能健診問診
票

2017年度
新規事業

必要な指導や
治療につなが

る人
100人

59人
健診の結果、支援歯科診療所の受診を勧奨される人が
１００人おらず、目標達成とならなかった。

2020年度の受診者数減少は、新
型コロナウイルス感染症拡大によ
る歯科医療機関への受診控えが考
えられる。

受診控えに対応するため、広報やイベントス
タジオ等で定期的な歯科受診を勧奨した。

C

健診の結果、支援歯科診療所の受診を勧奨
された83人中、実際に受診した者：59人
目標を達成できなかったが、必要な人が受
診に繋がったため。

オーラルフレイルの普及啓発と、引き続き早
期に口腔機能低下を把握できる機会の提供が
必要です。さらに、経年的に健診結果を分析
する等、評価方法の検討が必要です。

2022年度末
実績

総括
（2018年度～2022年度末）

新型コロナウイルス感染症により
生じた影響

影響に対して行った対応 課題

施策（６）歯と口の健康づくり

成果目標（アウトカム） 評価用データ把握方法 初期値

目標値

評価

2022年度末
実績

総括
（2018年度～2022年度末）

新型コロナウイルス感染症により
生じた影響

影響に対して行った対応 課題活動目標（アウトプット） 評価用データ把握方法 初期値
目標値

評価

2022年度末
実績

総括
（2018年度～2022年度末）

新型コロナウイルス感染症により
生じた影響

影響に対して行った対応 課題評価

施策（５）NCD（非感染症疾患）＊１対策

成果目標（アウトカム） 評価用データ把握方法 初期値
目標値

評価理由

評価理由

評価理由

5 / 9 ページ



目標３　妊娠・出産・子育てを支えるまち

最終

妊娠届出から４か月以内に面接をうけた妊婦の
割合【新規】※１

面接実施率
67.4％

（2016年
度）

60％以上 57.8%
妊娠届時や、その後も電話や手紙で面接の案内を行
い、多くの妊婦さんに4か月以内に面接を受けていた
だくことができました。

コロナ渦においては、積極的な面
接勧奨を行わなかったため、妊娠
４か月以内の面接実施者が減少し
たと考えられます。

2020年度は東京都補助事業を活用し、妊婦
健診受診時の感染予防対策としてタクシーチ
ケットの配付を行いました。また、外出に不
安のある方へ対しては電話やオンラインによ
る面接を行い、不安の軽減に努めました。

－ 目標に達しなかったため。
妊娠中の不安を軽減するため、妊娠届出後、
すぐ面接が行えるように実施方法や周知の仕
方を検討する必要があります。

妊娠中に市の相談窓口を知っている人の割合
【新規】

面接実施者に対するアンケー
ト

97.3％
（2016年

度）

95％以上
※２

98.9%
妊婦との面接で情報提供を行い、相談窓口を知ってい
ただくことができました。

感染への不安から、面接のための
来所を控える方がいました。

対面での面接時間が長くならないようにし、
オンラインや電話での面接実施など、面接の
実施方法を増やし対応しました。

A 各年度目標値に達しているため。
妊娠期から相談窓口を知っていただけるよ
う、しっかりサポート面接において引き続き
周知していきます。

こんにちは赤ちゃん訪問　訪問率（対出生通知
票）【継続】

出生通知票提出数及び訪問数
92.5％

（2016年
度）

90％以上
※２

91.3%
妊婦との面接などの機会に出生通知票の提出を案内
し、希望者にこんにちは赤ちゃん訪問を実施すること
ができました。

感染への不安から、訪問を遠慮す
る方が多くなり、情報提供や状況
把握の機会が減りました。

感染拡大時には、訪問を控えました。また、
訪問先では、手洗いや手指消毒、マスク着用
など、感染対策を徹底し、滞在時間も短く切
り上げるように気をつけました。訪問に不安
がある方に対しては電話をし、状況の把握を
行いました。

A
2019年度から2021年度は目標値を下
回ったが、2022年度は目標値に達したた
め。

出産後、すぐ状況把握ができるように出生通
知票の提出について周知を徹底し、訪問のメ
リットを伝える必要があります。

最終

乳幼児健診受診率【新規】 健診来所者受診率
94.5％

（2016年
度）

90%以上
※３

94.2%
身体発育・精神発達の重要な時期に健康診査を実施し
ました。未受診者に対しても、電話連絡や訪問等によ
り、養育環境等を把握することができました。

集団健診を一時中止しました。

3～4か月児健診については、個別健診に切り
替えて実施しました。また受診できる期間を
延長しました。集団健診再開後は、密集を防
ぐため、健診ごとに人数や受付時間帯を細か
く決めて案内するなど工夫しました。

A 各年度目標値に達しているため。
引き続き受診率を保てるよう、健診の受診の
大切さを周知するとともに健診を受けれる機
会の確保を行う必要があります。

基本目標２　安心できる地域医療があるまちをつくる

目標１　患者・家族の声を医療に反映するまち

最終

一次・二次・三次医療機関の役割分担を知って
いる人の割合【継続】

保健医療意識調査 39.5% 50％以上 27.9%
みんなの医療の冊子を3,000部作成し、市民センター
等市内施設に設置配布し、普及啓発を図りました。

なし ＿ D 初期値より11.6％低下した

東京版救急受診ガイド（インターネット）を
知っている人の割合【新規】

保健医療意識調査 13.4% 20％以上 11.1%
みんなの医療の冊子を3,000部作成し、市民センター
等市内施設に設置配布し、普及啓発を図りました。

なし ＿ D 初期値より2.3％低下したため。

成人でかかりつけ医師・かかりつけ歯科医師・
薬局等を決めている人の割合【継続】

保健医療意識調査

かかりつけ医
師

67.3％、
かかりつけ歯

科医師
72.8％、

かかりつけ薬
局等

45.2％

かかりつけ医
師

75％以上、
かかりつけ歯

科医師
75％以上、
かかりつけ薬

局等
55％以上

63.0%
みんなの医療の冊子を3,000部作成し、市民センター
等市内施設に設置配布し、かかりつけ医の有用性につ
いて普及啓発を図りました。

なし ＿ －

かかりつけ医師を決めている割合が初期値
より4.3％低下したが、今回の調査ではか
かりつけ歯科医師とかかりつけ薬局につい
て確認ができないため

医療機関に普段いく機会がない人にとって
は、かかりつけ医を決めることが難しい。何
かある前にかかりつけ医をあらかじめ決め相
談できるよう、かかりつけ医とはどんな存在
であるかを引き続き普及啓発必要である。

最終

救急に関する普及啓発事業の実施【新規】 事業実績
普及啓発回数

年１回
普及啓発回数

年１回
1回 毎年みんなの医療を発行し、公共施設で配布した。 なし A

適切な受診先の見つけ方や救急医療、在宅
医療についての案内の小冊子を作成し配布
することができた。

冊子配布は普及啓発の手段として有効だが一
方方向であるため新たな方法を検討する必要
がある。

評価

評価
新型コロナウイルス感染症により

生じた影響
影響に対して行った対応 課題

新型コロナウイルス感染症により
生じた影響

影響に対して行った対応 課題

冊子を配布するだけの普及啓発では認知度を
あげることが出来ないので、普及啓発の方法
や新たな手段で認知度をあげていく必要があ
る。

活動目標（アウトプット） 評価用データ把握方法 初期値

目標値

施策（１）適切な受診に関する普及啓発

成果目標（アウトカム） 評価用データ把握方法 初期値

目標値
2022年度末

実績
総括

（2018年度～2022年度末）

2022年度末
実績

総括
（2018年度～2022年度末）

新型コロナウイルス感染症により
生じた影響

影響に対して行った対応 課題

2022年度末
実績

総括
（2018年度～2022年度末）

新型コロナウイルス感染症により
生じた影響

影響に対して行った対応 課題

施策（２）乳幼児及び保護者の健康の保持及び増進

成果目標（アウトカム） 評価用データ把握方法 初期値

目標値

評価

評価

施策（１）妊娠期から子育て期までの継続した相談機会と支援の提供

成果目標（アウトカム） 評価用データ把握方法 初期値

目標値
2022年度末

実績
総括

（2018年度～2022年度末）
評価理由

評価理由

評価理由

評価理由
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最終

「在宅医療連携」サイトを作成、運営【新規】 事業実績 未作成
ホームページ

閲覧数
1,200件/年

2030件 年度を更新するごとに閲覧回数は増加した。
新型コロナウイルス感染症の流行
により閲覧回数が増加した。

特になし A
最終的に、約70％目標値より増加したた
め。

引き続き普及啓発に取り組みます。

最終

医療安全相談窓口を知っている人の割合【新
規】

保健医療意識調査 ― 30％以上 8.6%
各年度、ホームページ、冊子の配布、みんなの健康だ
よりで周知を図ったが目標値を下回った。

医療安全相談窓口の利用は増加し
たが認知向上に対しての影響は多
くは無かったと考えられる。

コロナウイルス感染症情報の収集と、コロナ
相談窓口との連携強化を図った。

C 初期値が無いため
成果目標の妥当性の検討を図る必要がある。
また、引き続き普及啓発取り組みます。

最終

市民が上手に安心して診療を受けられるための
講演会又は研修会【新規】

事業実績 未実施
開催回数
年１回

実施
2020年度、2021年度以外は、講演会を実施し環境
整備を図ることができた。

講演会を中止するに至った。
健康だよりに記事を掲載し、医療に関する知
識の普及啓発を図った。

A
2020年度、2021年度以外は、講演会を
実施し環境整備を図ることができたため。

引き続き普及啓発を行い、環境の整備に努め
る必要があります。

医務・薬務に関する新規開設施設実地調査率
【新規】

事業実績 100% 100% 100% 計画通り、実地調査を行うことができた。
医務施設の希望により、開設直後
に実地調査をできないことがあっ
た。

１～2か月程度延期し、実施調査を行った。 A
2022年度新規開設の医務未実施施設（6
件）については、2023年度に実地調査を
行う（目標値100％達成予定）。

なし

薬局等監視指導計画に基づく定期立入検査実施
率【継続】

事業実績
薬局等監視指
導計画を策定

100% 100% 計画通り、実施できた。 ー ー A
計画通り、定期立入検査を実施できたか
ら。

なし

目標２　災害時や感染症などが大規模発生した際に健康を守れるまち

最終

災害時の医療体制についてしている人（詳しく
知っている人又は少しは知っている人）の割合
【新規】

保健医療意識調査 23.6% 30% 25.7%
関係機関と連携し医療体制の整備を進めたが、積極的
な周知を行う段階まで到達できず目標を達成すること
ができなかった.

ー ー B
災害時の医療体制について知っている人の
割合は23.6％から25.7％とほとんど変化
がなかったため。

災害時の医療体制について知っている人を増
やすために、周知が必要です。

最終

災害時医療救護対策準備会議の開催【新規】 事業実績
開催回数
年１回

開催回数
年１回

2回開催
定期的に会議を開催し、災害医療関係者間で市の医療
救護体制について検討しました。

感染拡大時、対面での開催ができ
なくなりました。

書面、オンライン等開催方法を工夫し、実施
しました。

A
災害時の医療救護について検討し、医薬品
配備等の体制整備を進めたため。

災害時の医療体制を整備するため、引き続き
検討が必要です。

災害時医療救護対策訓練の実施【継続】 事業実績
訓練回数
年２回

訓練回数
年２回

総合訓練3回
通信訓練1回

市、南多摩医療圏、東京都が実施する訓練に市内医療
機関、災害医療コーディネーター、三師会、柔整師会
等関係機関と共に参加しました・

医療救護訓練等の実施が中止にな
りました。

保健と医療の連携ができるよう保健医療調整
本部訓練を行う等、図上訓練の内容を充実さ
せました。

A
総合訓練の実施に加え、東京都や南多摩医
療圏が開催する訓練にも積極的に参加し、
目標回数を上回ったため。

災害時にすべての職員と関係機関が適切な対
応ができるよう、繰り返しの訓練実施が必要
です。

医療機関が主催する感染症防止対策会議への参
加【新規】

事業実績
会議への参加

数
年１回

会議への参加
数

年２回
年7回

２０２2年度に感染対策向上加算１病院が増えたため
会議回数が増加、全回出席した。新型コロナウイルス
感染症の院内クラスター対応は、医療機関と連携構築
する機会となった。

会議の開催方法（オンライン）や
開催回数（減少）に影響があっ
た。院内クラスター対応を通じて
医療機関との連携構築を図る機会
となった。

院内クラスターへの対応を通じ、平時の感染
対策についても感染対策の指導を随時実施し
た。

A

医療機関が主催する会議（実践訓練含）に
全回出席した。感染症の発生状況などに関
する情報発信や医療機関からの質問に対応
するなどを通し、関係性を構築する機会の
一助となった。

有機的かつ実践的な連携構築に向けた会議参
加のあり方の検討。

評価

評価

評価

評価

評価

影響に対して行った対応 課題

影響に対して行った対応 課題活動目標（アウトプット） 評価用データ把握方法 初期値
目標値

施策（１）災害や感染症などの大規模発生時への備え

成果目標（アウトカム） 評価用データ把握方法 初期値
目標値

評価理由

評価理由
2022年度末

実績
総括

（2018年度～2022年度末）

新型コロナウイルス感染症により
生じた影響

2022年度末
実績

総括
（2018年度～2022年度末）

新型コロナウイルス感染症により
生じた影響

影響に対して行った対応 課題

活動目標（アウトプット） 評価用データ把握方法 初期値
目標値 2022年度末

実績
総括

（2018年度～2022年度末）

新型コロナウイルス感染症により
生じた影響

2022年度末
実績

総括
（2018年度～2022年度末）

新型コロナウイルス感染症により
生じた影響

影響に対して行った対応 課題評価理由

評価理由

施策（２）在宅医療に関する相談支援体制の構築

成果目標（アウトカム） 評価用データ把握方法 初期値

目標値

施策（３）安心して医療を受けられる環境整備

成果目標（アウトカム） 評価用データ把握方法 初期値
目標値

2022年度末
実績

総括
（2018年度～2022年度末）

新型コロナウイルス感染症により
生じた影響

影響に対して行った対応 課題評価理由
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基本目標３　健康的な生活環境を備え人と動物が共生しているまちをつくる

目標１　安全で衛生的な生活環境が整っているまち

最終

営業施設を原因とする食中毒の発生件数【新
規】

事業実績 年間１件
６件以下/６

年間
9件／5年間

2018年度からの3年間は、目標の年間１件以上の食中
毒の発生があったが、2021年度からの２年間は目標
値の発生件数内で維持できている。

緊急事態宣言等による施設の営業
自粛や宴会等の大人数での飲食は
減少したが、代わって、テイクア
ウトや配達（出前）を新たに始め
る施設が増加した。

新たにテイクアウトや配達（出前）を始めた
施設に対し、食中毒防止に必要な衛生管理に
ついて周知を行った。

D 直近2年間は目標値を達成できているため
事業者に対して継続して監視指導を行ってい
くと共に、消費者に対しても食中毒防止に関
する啓発を幅広く行っていく必要がある。

最終

食品衛生監視指導計画に基づく定期立ち入り検
査実施率【新規】

事業実績 100% 100% 100%
毎年度策定している町田市食品衛生監視指導計画に基
づき監視指導を実施し、各年、設定した予定件数に立
入検査を実施した。

大きな影響はなかったが、施設に
よっては立入検査日の調整が必要
となった。

立入検査日については対象施設の状況を考慮
して柔軟に対応した。

A 毎年度、目標値を達成したため
毎年度、最新の情報を反映した食品衛生監視
指導計画を策定する必要がある。

市民に対する食の安全情報に関する広報紙の発
行部数【継続】

事業実績 9,000部
60,000部/6

年間
60,500部／

5年間
毎年度、広報誌を年4回、目標の部数を発行し、市民
に対し食の安全に係る普及啓発を行った。

発行にあたって特段の影響なし A 毎年度、目標値を達成したため
発行時季に見合った内容を考慮しながら、最
新の食の安全情報を継続して市民に周知して
いく必要がある。

食品衛生講習会開催回数【新規】 事業実績 ４０回 120回/3年間
９回／２年

間

2018年度からの2年間は目標の回数の講習会を開催で
きたが、2020年度以降は新型コロナウイルス感染症
の影響を受け、集合形式での講習会開催が困難となっ
た。

集合形式での講習会開催が困難と
なり、中止せざるを得ない状況と
なった。

集合形式での実施に替え、オンラインでの開
催や講習会資料をホームページに掲載し営業
者に受講の案内を行った。

-
目標値としている集合形式での開催は困難
となったが、代替措置を講じた。

出席者への配慮をしながら段階的に集合形式
での開催を再開していくと共に、集合形式以
外での開催も継続して検討していく必要があ
る。

最終

生活衛生営業施設における措置基準等不適切
（Cランク施設数）【継続】

立入検査で把握
年間
3施設

年間3施設以
下

0
毎年度、目標値を達成した。Cランク施設は次年度も
立入検査し改善状況を確認した。

通常抜打ちで行っている立入検査
は縮小せざるをえなかった。

水系感染症リスクのある公衆浴場・プール、
苦情施設への立入検査を優先して行った。

A 毎年度、目標値を達成したため
引き続き、年間監視指導計画に基づき立入検
査を継続します。

最終

プール運営施設の維持管理状況把握数【新規】 報告書で把握 100% 100% 100%
全てのプール運営施設から、毎年度毎月報告書が提出
され、維持管理状況を把握できた。

時限的に営業自粛していた施設も
あったが、プール水の維持管理は
必要であり、継続的に報告書が提
出された。

営業自粛していた施設に対し、再開にあたっ
ては再度設備点検等を行うよう指導した。

A 毎年度、目標値を達成したため
引き続き、全てのプール運営施設から報告書
の提出を指導し、維持管理状況を把握しま
す。

特定建築物の飲料水維持管理状況の把握数【新
規】

報告書で把握 96% 96%以上 97.2%
ほとんどの特定建築物から毎年報告書が提出され、飲
料水の維持管理状況を把握できた。報告書未提出施設
には督促するなどして指導した。

商業ビルなどは利用者が減少した
が、飲料水貯水槽の管理は必要で
あり、毎年度報告書が提出され
た。

水の使用量も減少したことから、貯水槽内の
水の滞留を懸念する相談があったため、有効
水位を一時的に下げるなどの対策を助言し
た。

A 2018年度以外、目標値を達成したため
引き続き、全ての特定建築物から報告書の提
出を指導し、飲料水維持管理状況を把握しま
す。

公衆浴場等に対する定期水質検査実施率【新
規】

事業実績 97% 100% 100%
年間監視指導計画に基づき、毎年度プール・公衆浴
場・旅館のプール水や浴槽水の水質検査を全ての施設
で行った。

時限的に営業自粛していた施設に
対しては、施設側と調整し営業再
開後に水質検査を行った。

営業自粛していた施設に対し、再開にあたっ
ては再度設備点検等を行うよう指導した。

A 毎年度、目標値を達成したため
引き続き、年間監視指導計画に基づき、プー
ル・公衆浴場・旅館のプール水や浴槽水の水
質検査を継続して実施します。

評価

評価

評価

評価

課題評価理由

評価理由

評価理由影響に対して行った対応 課題

課題

活動目標（アウトプット） 評価用データ把握方法 初期値
目標値

2022年度末
実績

総括
（2018年度～2022年度末）

新型コロナウイルス感染症により
生じた影響

2022年度末
実績

総括
（2018年度～2022年度末）

新型コロナウイルス感染症により
生じた影響

影響に対して行った対応 課題成果目標（アウトカム） 評価用データ把握方法 初期値
目標値

2022年度末
実績

総括
（2018年度～2022年度末）

新型コロナウイルス感染症により
生じた影響

活動目標（アウトプット） 評価用データ把握方法 初期値
目標値

施策（２）環境衛生の確保

影響に対して行った対応

目標値
評価理由総括

（2018年度～2022年度末）

新型コロナウイルス感染症により
生じた影響

影響に対して行った対応

施策（１）食の安全の確保

成果目標（アウトカム） 評価用データ把握方法 初期値
2022年度末

実績
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目標２　地域に根ざした動物愛護をしているまち

最終

動物愛護を関係者が検討する会議の開催【新
規】

事業実績 ―
開催回数
年１回

開催回数
年1回

動物愛護に関わる関係者が連絡調整、意見交換等を行
う「町田市動物愛護推進連絡協議会」を2018年度に
設置した。毎年1回会議を開催し、関係者間で動物愛
護に関する認識の共有ができた。

感染症まん延防止の観点から、集
合形式による開催が困難となっ
た。

2020年度及び2021年度については、書面開
催に切り替え実施した。

A 当初の目標を達成したため
関係機関との連携をより円滑に進めていくた
めの運営方針について検討していく必要があ
る。

地域猫活動の普及啓発回数【新規】 事業実績 年3回
合計27回/６

年
合計16回
/5年

広報紙での啓発、セミナーの開催、イベントでのパン
フレット配布などを通じて地域猫活動についての周知
を行った。また、飼い主のいない猫の被害に悩む方か
らの相談対応のなかで共生モデル地区制度を紹介し、
地域猫活動の普及啓発に努めた。

感染症まん延防止の観点から、集
合形式によるセミナーの開催が困
難となったほか、パンフレットを
配布するイベントが一部中止とな
るなど、啓発の機会が減少した。

2021年2月発行の広報紙「ペットタウンまち
だ」で地域猫活動の特集記事を掲載し、啓発
に努めた。

－

飼い主のいない猫との共生モデル地区数が
計画策定時の2018年度末現在では29団体
だったのに対し、2022年度末現在で36団
体に増加しており、地域猫活動が普及して
きていると考えられるため

より多くの方に地域猫活動の意義を理解して
いただき、活動に参加していただくための啓
発を引き続き行っていく必要がある。

最終

登録犬の狂犬病予防注射接種率【継続】※ 事業実績 80.1% 80％以上 76.6%

接種率は2019年度までは80％前後を維持していたも
のの、新型コロナウイルスのまん延が始まった2020
年度に前年度から4.7％低下をしている。2021年度か
らは定期集合注射を再開し、接種の促進を図ったが、
以前の水準にまで回復にいたっていない。

集合注射の開催が困難となった。
また、予防注射の接種期間が従来
の4月～6月から4月～12月に延長
された。

2020年度の集合注射を中止した。2021年度
及び2022年度は感染予防を徹底するととも
に規模を縮小し実施した。
集合注射を中止した際は、ホームページで動
物病院での接種を呼びかけた。

－ 当初の目標を達成できなかったため
狂犬病予防注射はもとより、犬を飼育する際
の飼い主の義務やマナーなど、適正飼養に関
する啓発を幅広く行っていく必要がある。

最終

狂犬病予防注射の未実施犬把握指導実施率【新
規】

事業実績 100% 100% 未実施

2018年度、2019年度に狂犬病予防注射未接種者に
接種を呼びかける通知を送付したが、2020年度から
2022年度までは、新型コロナウイルス感染拡大に伴
う接種期間の延長があったため、通知の発送は取りや
め、ホームページなどによる呼びかけにとどまった。

2020年度から2022年度まで狂
犬病予防注射の接種期間が従来の4
月～6月から4月～12月までに延

長された。

未接種者への通知を取りやめ、ホームページ
などにより接種の呼びかけを行った。

ー
接種期間の延長により、接種指導の機会が
制限されたため。

狂犬病予防注射はもとより、犬を飼育する際
の飼い主の義務やマナーなど、適正飼養に関
する啓発を幅広く行っていく必要がある。

評価

評価 課題評価理由

課題評価

影響に対して行った対応 課題

評価理由

評価理由活動目標（アウトプット） 評価用データ把握方法 初期値

目標値
2022年度末

実績
総括

（2018年度～2022年度末）

新型コロナウイルス感染症により
生じた影響

総括
（2018年度～2022年度末）

新型コロナウイルス感染症により
生じた影響

成果目標（アウトカム） 評価用データ把握方法 初期値

目標値

2022年度末
実績

2022年度末
実績

影響に対して行った対応

活動目標（アウトプット） 評価用データ把握方法 初期値

目標値

施策（２）動物由来感染症の予防

影響に対して行った対応総括
（2018年度～2022年度末）

新型コロナウイルス感染症により
生じた影響

施策（１）人と動物の共生
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